第９章　建設および住居
概況
　昭和30年代から40年代前半にかけての大阪府における人口と産業の集中は、かつてなく急激で大規模なものであったため、いわゆる公害、住宅難、交通難、下水道、公園､学校などの整備不足など、いろいろな「都市問題」をもたらした。中でも住宅事情は低質住宅の累積、居住環境の悪化、公的住宅建設のゆきづまりなどにみられるように、きわめて厳しい状況である。
　いま大阪府が直面している「都市問題」のうち住宅問題と、住宅問題とは切り離しては考えられない土地問題の今後の方向について触れてみると、住宅については、環境整備を含む居住水準の向上等居住環境を重視した質の高い住宅供給体制をめざし、市街地の再開発をすすめており土地については、可能な限りの社会的規制と、政策手段を用いて、適正な利用をめざすとともに、公有地の拡大や、長期的な土地利用構想に基づいた開発、保全をめざしている。
住宅事情
　住宅事情を昭和50年国勢調査１パーセント抽出結果によってみると、昭和45年から50年までの５年間に持家および借家に住む普通世帯数の増加は持家で19万９千世帯、借家は17万世帯を数え前者は100万世帯、後者は131万世帯、増加率ではそれぞれ24.8パーセント、14.5パーセントとなった。また給与住宅に住む普通世帯数は1万４千世帯（21.2パーセント）増えて14万３千世帯となり、４間借りの普通世帯は４千世帯（22.4パーセント）減って1万４千世帯となった。
　住宅の１世帯あたりの居住室数をみると、５年前に比べて、持家は4.9室から5.2室へ、借家は公営で3.0室から3.1室、民営で2.4室から2.6室、間借りは2.0室から2.4室となった。
　また住宅の居住密度を世帯員１人あたりの畳数でみると、持家は7.6畳、借家は公営で4.7畳、民営で4.8畳で、５年前に比べると持家で1.2畳、借家で0.7畳増加した。このように前回調査（45年）と比べると、全般的に居住水準は向上していることが、うかがわれる。
着工建築物
　昭和50年中に着工された府下の全建築物は、棟数で５万8,078棟、面積は1,124万平方メートル、その工事予定額は、１兆654億円に達している。前年と比較すると、棟数で724棟（1.2パーセント）の減、金額で1,269億円（13.5パーセント）の増加となった。
着工量を建築主別の割合でみると､個人（3万4,270棟）、会社・団体（２万1,449棟）の民間部門が棟数で96.0パーセント、面積で79.6パーセント、金額で75.4パーセントとその大半を占め、そのなかでも個人建築によるものは棟数全体の59.0パーセントとなっている。また公共関係では市区町村によるもの1,391棟、都道府県によるもの581棟、国によるもの387棟で、国によるものが1.5倍、都道府県によるものは減少、市町村によるものは微増となっている。
　つぎに構造別でみると、木造が棟数の71.1パーセントとその大半を占めているが、面積では全体の30.9パーセントを占めるにすぎない。これに反して鉄骨造、鉄筋コンクリート構造のものは棟数で28.2パーセントであるが、面積では68.9パーセントとなり、木造と対照的な比率を示している。
　用途別にみると、居住用（専用と産業併用を含む）が前年に比べ棟数において1.2パーセント、面積では5.6パーセント、それぞれ微増となったが、産業用では、総体的に前年より減少し、なかでも商業用と並んで産業の中枢を占める、鉱工業用の落込みが、目立っており不況の深刻さを物語っている。（対前年比、棟数で25.4パーセント減、面積で、30.3パーセント減）
住宅着工状況
　住宅についてみると、新設住宅着工戸数は、８万７千戸で、49年の８万３千戸に比べ、5.2パーセントの小幅上昇となった。その上昇の要因を利用関係別でみると、全新設戸数の35.8パーセントを占める貸家の上昇（対前年比13.4パーセント増）が、その主因となっている。また一戸あたりの面積は、持家が108.7平方メートルであるのに対し、貸家は52.0平方メートルと住宅規模の格差は大きい。
公共賃貸住宅
　50年度中の公共賃貸住宅の建設戸数は、府営住宅が1.576戸、市町村営4,036戸、公団賃貸住宅2,812戸、住宅供給公社賃貸住宅が345戸合計8,769戸となり、その結果それぞれの51年３月末現在の管理戸数は、府営住宅11万4,820戸、市町村営住宅８万5,778戸、大阪府住宅供給公社２万1,451戸、大阪市住宅供給公社2,096戸、公団営８万4,993戸を数えている。
